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● 従前、指定居宅サービス及び指定介護予防サービスの事業の人員、設備、運営等に関する基準等について

は、厚生省令及び厚生労働省令により全国一律の基準等が定められていましたが、「地域の自主性及び自立

性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」（平成 23 年法律第 37 号。いわゆ

る「第１次一括法」）及び「介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律」により、

「介護保険法」が改正され、各地方自治体において、当該基準等を条例で定めることとなり、神奈川県では、次

のとおり当該基準等を定める条例を制定しました。 
 

● 県内（指定都市及び中核市を除く。）に所在する指定居宅サービス事業者及び指定介護予防サービス事業

者は、条例の施行日である平成 25 年４月１日から、条例に定められた基準等に従った事業運営を行わなけ

ればなりません。 

 

 

 

● 令和６年度介護報酬改定に伴い、各基準条例・基準条例施行規則・解釈通知は改正されています。令和６年

４月１日以降は、改正後の基準条例等の規定に従って、適正に事業を実施しなければなりません。 

 
    
【指定通所介護に関する基準】 
○ 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

（平成 25 年神奈川県条例第 20 号。以下「居宅条例」という。） 
○ 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則 
  （平成 25 年神奈川県規則第 30 号。） 
 
【指定通所介護に関する基準に関する基準の解釈通知について】 
○ 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等について 
  （以下「解釈通知」という。） 
 
（参考）居宅条例等の掲載場所 
○ 介護情報サービスかながわ（https://kaigo.rakuraku.or.jp/） 

→文書/カテゴリ検索 
→７．条例・解釈通知等 

 
 

基準条例の制定 

基準条例の改正 

Ⅰ 基準の性格について 
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● 国の基準・留意事項(本文中では基本的に居宅サービスのみ引用しています。) 

○費用の額の算定に関する基準：指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準(平成 12 年厚生省告

示第 19 号)【厚告 19】  

○サービスに関する基準 ： 指定居宅サービス等および指定介護予防サービス等に関する基準について（平成

11 年 9 月 17 日厚生省老人保健福祉局企画課長通知） 【老企 25】 

○留意事項 ： 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指

導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴

う実施上の留意事項について（平成 12 年３月１日老企第 36 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）【老企 36】 

 

  

 

◎ 基準は、指定居宅サービスの事業がその目的を達成するために必要な最低限度の基準を定めたものであ

り、指定居宅サービス事業者は、常に基準に従い、適正な運営をするよう努めなければなりません。 
 
●  指定居宅サービスの事業を行う者又は行おうとする者が満たすべき基準等を満たさない場合には、指

定居宅サービスの指定又は更新は受けられず、また、基準に違反することが明らかになった場合には、 

①  相当の期間を定めて基準を遵守するよう勧告を行い、 

②  相当の期間内に勧告に従わなかったときは、事業者名、勧告に至った経緯、当該勧告に対する対

応等を公表し、 

③  正当な理由が無く、当該勧告に係る措置を採らなかったときは、相当の期限を定めて当該勧告に

係る措置を採るよう命令することができるものとされています。（③の命令をした場合には事業

者名、命令に至った経緯等を公示しなければなりません。） 

なお、③の命令に従わない場合には、当該指定を取り消すこと、又は取消しを行う前に相当の期間を

定めて指定の全部若しくは一部の効力を停止すること（不適正なサービスが行われていることが判明し

た場合、当該サービスに関する介護報酬の請求を停止させること）ができるものとされております。 
 

●  ただし、次に掲げる場合には、基準に従った適正な運営ができなくなったものとして、直ちに指定を 

取り消すこと又は指定の全部若しくは一部の効力を停止することができるものとされております。 

①  次に掲げるとき、その他事業者が自己の利益を図るために基準に違反したとき 

イ  指定居宅サービスの提供に際して利用者が負担すべき額の支払を適正に受けなかったとき 

ロ  居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に対して特定の事業者によるサービスを利

用させることの代償として、金品、その他財産上の利益を供与したとき 

    ②  利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがあるとき 

③  その他①及び②に準ずる重大かつ明白な基準違反があったとき 
 

○  運営に関する基準及び介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準に従って事業の運営をすること 

ができなくなったことを理由として指定が取り消され、法に定める期間の経過後に再度当該事業者から当該

事業所について指定の申請がなされた場合には、当該事業者が運営に関する基準及び介護予防のための効果

的な支援の方法に関する基準を遵守することを確保することに特段の注意が必要であり、その改善状況等が

確認されない限り指定を行わないものとする、とされています。 
 
○ 特に、居宅サービスの事業の多くの分野においては、基準に合致することを前提に自由に事業への参入を

認めていること等にかんがみ、基準違反に対しては、厳正に対応すべきであるとされています。 

基準の性格 
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居宅条例第４条 

◎ 指定居宅サービス事業者は、利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立ったサービスの提

供に努めなければなりません。 

◎ 指定居宅サービス事業者は、指定居宅サービスの事業を運営するに当たっては、地域との結び付きを重視

し、市町村、他の居宅サービス事業者その他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との連携

に努めなければなりません。 

◎ 指定居宅サービス事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うと

ともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じなければなりません。 

◎ 指定居宅サービス事業者は、指定居宅サービスを提供するに当たっては、法第118条の２第１項に規

定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければなりま

せん。 

※介護保険等関連情報等を活用し、事業所単位でＰＤＣＡサイクルを構築・推進することにより、提供す

るサービスの質の向上に努めなければならないということです。この場合「科学的介護情報システム

（ＬＩＦＥ：Long-term care Information system For Evidence）」に情報を提出し、当該情報及びフ

ィードバック情報を活用することが望ましいものとします。 

 
※令和８年４月から介護情報基盤の稼働が開始したことに伴い、ＬＩＦＥについては、令和８年５月 11 

日から公益社団法人国民健康保険中央会において運用されることとなりました。 

（関連）［資料］「ＬＩＦＥの運営主体の移管に伴い事業所・施設で必要となる対応について」参照 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

指定居宅サービスの事業の一般原則 
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（１） 単位についての考え方 

 
 ○「単位」とは 
  指定通所介護の「単位」とは、通所介護の提供が同時に一体的に行われるものをいいます。 

例えば、次のような場合は、２単位として扱われます。 
 
 ① 指定通所介護が同時に一定の距離を置いた２つの場所で行われ、これらのサービスの提供が一体的に行われて

いるとはいえない場合 
 ② 午前と午後とで別の利用者に対して指定通所介護を提供する場合 
  
○従業者の配置 

  単位ごとに必要な従業者を確保し、配置しなければなりません。 
 
 ○減算との関係 
  通所介護の報酬の定員超過減算、職員の人員欠如減算は、単位ごとに判断するため、単位ごとに、利用者の数、

提供時間数・配置した職員について記録することが必要です。 
 
 → ２単位としていても、 
    ① 単位ごとに利用者グループが分かれていない 
    ② 従業者が一体的にサービスを提供している（単位ごとに配置されていない） 
   上記の場合には、２単位としては認められず、１単位として扱われることになり、結果として利用者の定員超

過減算・職員の人員欠如減算に該当する場合もあります。 
 
【 指導事例 】 

 
    １単位目 利用定員20人 
    ２単位目 利用定員20人   の２単位で指定を受けていたが、 
 
  実態として、 
  ・明確に単位ごとに利用者グループが分かれていなかった。 
  ・従業者も単位ごとに固定されておらず、利用者40人を従業者全員で介護していた。 
  ・サービスの提供内容も１単位目の利用者と２単位目の利用者が一緒に同じレクリエーションを行うなど一

体的にサービスが提供されていた。 
 
 → 上記の例は、実態として１単位・利用定員40人のサービス提供と考えられます。 
      単位を明確に分けてサービス提供ができないのであれば、単位を１単位・利用定員40人に変更し、そ

れに見合った職員の配置をしなければなりません。 
 
  → 単位が明確に分けられていないと、１単位としての扱いとなり、利用者の定員超過減算・職員 

の人員欠如減算に該当する場合もあります。 

 
○ 同一単位内におけるサービス提供時間数が異なる利用者の受入れについて 
指定通所介護の単位とは、同時に、一体的に提供される指定通所介護をいうものであるが、利用者ごとに策定し
た通所介護計画に位置づけられた内容の通所介護が一体的に提供されていると認められる場合は、同一単位で提
供時間数の異なる利用者に対して通所介護を行うことも可能です。 
なお、同時一体的に行われているとは認められない場合は、別単位となることに留意してください。 
 

●国Ｑ＆Ａ  

【平成24年度改定関係Ｑ＆Ａ（vol.１）（平成24年３月16日）】 

（問５６）同一の利用者が利用日ごとに異なる提供時間数のサービスを受けることは可能か。 

（答） 適切なアセスメントを経て居宅サービス計画及び通所サービス計画がそのような時間設定であれば、利用日によって

サービス提供時間が異なることはあり得るものである。 

 

（問５７）サービスの提供開始や終了は同一単位の利用者について同時に行わなければならないのか。 

Ⅱ サービスの提供の方法について 
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（答） サービスの提供にあたっては、利用者ごとに定めた通所サービス計画における通所サービスの内容、利用当日のサー

ビスの提供状況、家族の出迎え等の都合で、サービス提供の開始・終了のタイミングが利用者ごとに前後することはあり得

るものであり、また、そもそも単位内で提供時間の異なる利用者も存在し得るところである。報酬の対象となるのは実際に

事業所にいた時間ではなく、通所サービス計画に定められた標準的な時間であるとしているところであり、サービス提供開

始時刻や終了時刻を同時にしなければならないというものではない。 

 
 
（関連）「（２）所要時間について」参照 
 
 

（２） 通所介護と第１号通所事業の一体的運営について 

  

※当資料における第１号通所事業とは指定通所介護と一体的に行われるものを指します。（以下同じ。） 
  

※当資料における第１号通所事業とは（旧法第８条の２第７項に規定する）指定介護予防通所介護に相当するものとして 

市町村が定めるものに限ります。（以下同じ） 

  

 

○「人員基準・設備基準」における第１号通所事業と通所介護の一体的運営 
（居宅条例１００条第８項、第１０２条第５項） 

 
 通所介護、第１号通所事業を同一の事業所において一体的に運営されている場合には、 
  
  ・ 設備・備品は共用することができます。 

・ 食堂及び機能訓練室（利用者定員×３㎡以上）の面積要件については、それぞれを合わせた利用定員に応じ
て必要な面積が確保されていれば差し支えありません。 

・ 職員の人員配置についても、それぞれを合わせた利用者数に応じて必要な員数が配置されていれば差し支え
ありません。 

 
（関連）「（１）単位についての考え方」参照 
 
 
●国Ｑ＆Ａ 

【平成１8年度改定関係Ｑ＆Ａ（vol.１）（平成18年３月22日）】 

（問14） 

予防給付の通所系サービスと介護給付の通所系サービスの提供に当たっては、物理的（空間的・時間的）にグループを分

けて行う必要があるのか。 

（答） 

① 日常生活上の支援（世話）等の共通サービス（入浴サービスを含む。）については、サービス提供に当たり、物理的に分け

る必要はないこととする。 

② 選択的サービス（介護給付の通所系サービスについては、各加算に係るサービス）については、要支援者と要介護者でサー

ビス内容がそもそも異なり、サービスの提供は、時間やグループを区分して行うことが効果的・効率的と考えられることか

ら、原則として、物理的に区分してサービスを提供することとする。ただし、例えば、口腔機能向上のための口・舌の体操

など、内容的に同様のサービスであって、かつ、当該体操の指導を要支援者・要介護者に同時かつ一体的に行うこととして

も、特段の支障がないものについては、必ずしも物理的に区分する必要はないものとする。 

③ なお、介護予防通所介護（通所介護相当サービス）におけるアクティビティについては、要支援者に対する場合と要介護者

に対する場合とで内容を区分する必要はあるが、必ずしも物理的に区分して提供しなければならないものではない。（必ず

しも部屋を分ける等する必要はないが、サービス内容は異なるのでその意味では区分する。時間帯、場所まで区分すること

はない。） 
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通所介護と第１号通所事業（旧介護予防通所介護相当サービス）のサービス提供イメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
※利用定員18人以下の事業所は平成28年４月１日から地域密着型通所介護事業所(地域密着型サービス)となり、
事業所所在地の市町村に指定・指導権限が移行されています。 
※第１号通所事業に関する加算の届出については、各市町村にお問い合わせください。 
 

 

                ＜要支援１、２＞ 

 

      ＜要介護１～５＞ 

 

共通サービス（日常生活の支援等） 

サービス提供を物理的に分ける必要はない 

通所介護 

一体的に行う事業所は、要介護者と 

要支援者の合計で利用定員を定める 

第１号通所事業 
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（１） 管理者 (居宅条例第101条) 
 
   管理者は、常勤であり、原則として専ら当該通所介護事業に従事する者でなければなりません。 

   ただし、以下の場合であって、管理業務に支障がないと認められるときには、他の職務を兼ねることがで

きます。 

  （支障がある場合とは、管理すべき事業所数が過剰であるなどといった場合です。） 

   ① 当該指定通所介護事業所の他の職務に従事する場合 

② 当該通所介護事業所と同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の職務に従事する場合 
 

ポイント 

・別の法人が行う業務に従事することはできません。 

・②について、同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する場合であっ

て、当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する時間帯も、当該指定通所介護事業所の利用者への

サービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握でき、職員及び業務の一元的な管理・指揮命令に支障が生じない

場合は、当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務に従事することができます。 

この場合の他の事業所、施設等の事業の内容は問いませんが、例えば、管理すべき事業所数が過剰であると個別に判断さ

れる場合や、併設される入所施設において入所者に対しサービス提供を行う看護・介護職員と兼務する場合（施設における

勤務時間が極めて限られている場合を除く。）、事故発生時等の緊急時において管理者自身が速やかに当該指定通所介護事

業所又は利用者へのサービス提供の現場に駆け付けることができない体制となっている場合などは、管理業務に支障がある

と考えられます。 

 

  ※「管理者の交代」、「管理者の氏名変更」、「管理者の住所変更」があった場合には、変更届の提出が必

要です。 

Ⅲ 人員基準について 
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（２） 生活相談員 (居宅条例第100条) 
 

指定通所介護の単位の数にかかわらず、通所介護の提供を行う時間数（提供時間数）に応じて、専ら当該指定通 

所介護の提供に当たる生活相談員が１以上確保されるために必要と認められる数の配置が必要です。 
 

※提供時間数に応じて専ら通所介護の提供にあたる従業員を確保するとは、当該職種の従業員がサービス提供時

間内に勤務する時間数の合計を提供時間数で除して得た数が基準において定められた数以上となるよう、勤務延

時間数を確保するものです。 
 

例： サービス提供時間  ９時～14時 ５時間（１単位目） 
13時～18時 ５時間（２単位目） 

 

 

 

 
 

＜配置基準を満たす例＞ 

 

 

 

 

 

 
○ 事業所のサービス提供時間は９時～１８時の９時間となり、ＡとＢのサービス提供 

時間内の勤務時間が合計で９時間以上となっているため可 

 

＜配置基準を満たさない例＞ 

 

 

 

 

 

○ 事業所のサービス提供時間は９時間となるが、ＡとＢのサービス提供時間内の勤務 

時間が合計で９時間に満たないため不可。 

 

ポイント 

・ 生活相談員は、次の１～４の資格要件のうち、いずれかに該当する者を配置してください。 

１ 社会福祉主事任用要件を満たす者（社会福祉法第１９条第１項各号のいずれかに該当する者） 

２ 介護福祉士 

３ 介護支援専門員 

４ 介護保険施設又は通所系サービス事業所において、常勤で２年以上（勤務日数３６０日以上）介護等の業務に従事し

た者（直接処遇職員に限る） 

 ※ 新規の指定申請時や定員の変更時等、勤務形態一覧表等で人員を確認する際には、上記の資格が確認できる資格証等が

必要となりますので、ご注意ください。・ 生活相談員の確保すべき勤務延時間数には、「サービス担当者会議や地域

ケア会議に出席するための時間」、 

「利用者宅を訪問し、在宅生活の状況を確認した上で、利用者の家族も含めた相談・援助のための時間」、 

「地域の町内会、自治会、ボランティア団体等と連携し、利用者に必要な生活支援を担ってもらうなどの社会資源の発掘・

活用のための時間」など、利用者の地域生活を支える取組のために必要な時間も含めることができます。ただし、生活相

生活相談員Ａ 

生活相談員Ｂ 

勤務時間帯 ９時～14時 

勤務時間帯 10時～14時15分 

合計 9時間15分 

事業所のサービス提供時間 ９時間 

１単位目 
２単位目 

生活相談員Ａ 

生活相談員Ｂ 

勤務時間帯 8時～13時 

勤務時間帯 14時～18時 

合計 8時間 
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談員は、利用者の生活の向上を図るため適切な相談・援助等を行う必要があり、これらに支障がない範囲で認められま

す。 

 

【指導事例】 

※ ３６５日（無休）でサービス提供を行っているが、生活相談員が事業所に１名しかいないため、配置していな

い日があった。 

※ サービス提供時間が７時間であるが、生活相談員が４時間しか配置されていない日があった。 

※ 同一の者が、同一の時間帯に生活相談員と介護職員を兼務していた。 

 
 

●国Ｑ＆Ａ 

【平成24年度改定関係Ｑ＆Ａ（vol.２）（平成24年３月30日）】 

（問１１） 

人員配置の計算の基となる「提供時間数」については、通所サービス計画上の所要時間に基づく配置となるのか、それと

も実績に基づく配置となるのか。 

（答） 通所サービス計画上の所要時間に基づき配置する。 

 

（問１2） 

通所介護事業所の生活相談員がサービス担当者会議に出席するための時間については確保すべき勤務延時間数に含めるこ

とができるか。 

（答） 

通所介護の生活相談員がサービス担当者会議に出席するための時間については、確保すべき勤務延時間数に含めて差し支

えない。 

 

【平成27年度改定関係Ｑ＆Ａ（vol.１）（平成27年４月１日）】 

(問49） 

生活相談員の勤務延時間に、「地域の町内会、自治会、ボランティア団体等と連携し、利用者に必要な生活支援を担って

もらうなど社会資源の発掘、活用のための時間」が認められたが、具体的にはどのようなものが想定されるのか。また、事

業所外での勤務に関しては、活動実績などの記録を保管しておく必要があるか。 

(答) 

例えば、以下のような活動が想定される。 

・事業所の利用者である要介護者等も含んだ地域における買い物支援、移動支援、見守りなどの体制を構築するため、地域住

民等が参加する会議等に参加する場合 

・利用者が生活支援サービスを受けられるよう地域のボランティア団体との調整に出かけていく場合生活相談員の事業所外で

の活動に関しては、利用者の地域生活を支えるための取組である必要があるため、事業所において、その活動や取組を記録

しておく必要がある。 

 

【令和３年度改定関係Ｑ＆Ａ（vol.３）（令和３年３月26日）】 

（問44） 

生活相談員及び介護職員の配置基準について、「生活相談員又は介護職員のうち１人以上は、常勤でなければならない」

こととなっているが、営業日ごと又は単位ごとに常勤職員を配置する必要があるのか。 

（答） 

営業日ごと又は単位ごとに常勤職員を配置する必要はなく、事業所として常勤の生活相談員又は介護職員を１名以上確保

していれば足りる。 
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（３） 看護職員・介護職員 （居宅条例第100条)   

 

  ★ 看護職員 

  ・ 単位ごとに、サービス提供日ごとに、専ら提供に当たる看護職員を１以上配置すること 

    

※資格・・・看護職員とは、看護師または准看護師の免許を有する者です。 

 

ポイント 

・ 看護職員については、指定通所介護事業所の従業者により確保することに加え、病院、診療所、訪問看護ステーション

との連携により確保することも可能です。具体的な取り扱いは以下のとおりです。 

ア 指定通所介護事業所の従業者により確保する場合 

提供時間帯を通じて専従する必要はないが、当該看護職員は提供時間帯を通じて指定通所介護事業所と密接かつ適切

な連携を図る必要があります。 

イ 病院、診療所、訪問看護ステーションとの連携により確保する場合 

看護職員が指定通所介護事業所の営業日ごとに利用者の健康状態の確認を行い、病院、診療所、訪問看護ステーショ

ンと指定通所介護事業所が提供時間帯を通じて密接かつ適切な連携を図る必要があります。 

※ なお、「密接かつ適切な連携」とは、指定通所介護事業所へ駆けつけることができる体制や適切な指示ができる連絡体

制などを確保することです。 

※ サービス提供日に看護師を配置していない場合は人員基準違反となります。必要に応じて職員の人員欠如による減算の

届出を提出してください。 

・ 看護職員が通所介護と他事業又は施設を兼務するのであれば、兼務辞令を交付する等、通所介護の看護職員としても勤務

していることが確認できるようにすることが望ましいです。 

 
 
【指導事例】 

※ 施設系サービス事業所に併設されている事業所において、施設の看護職員が兼務をしていたが、通所介護事

業所職員としての業務記録や勤務時間の記録がなく、看護職員の配置や連携している体制が確認できなかっ

た。 
 
 

 ●国Ｑ＆Ａ  

【令和３年度改定関係Ｑ＆Ａ（vol.３）（令和３年３月26日）】 

（問45） 通所介護等事業所において配置が義務づけられている看護職員は、機能訓練指導員を兼ねることができるか。 

（答） 

指定通所介護事業所における取扱い 

－看護職員の配置基準は、指定通所介護の単位ごとに、専ら当該指定通所介護の提供に当たる看護職員が１以上確保される

ために必要と認められる数を置くべきと定められている。 

－機能訓練指導員の配置基準は、指定通所介護事業所ごとに１以上と定められている。看護職員、機能訓練指導員とも配置

時間に関する規定はないことから、看護職員としての業務に従事していない時間帯において、機能訓練指導員として勤務

することは差し支えない。 

 

【令和６年度改定関係Ｑ＆Ａ（vol.１）（令和６年３月15日）】 

（問59） 

病院、診療所又は訪問看護ステーションとの契約で確保した看護職員は、営業日ごとに利用者の健康状態の確認を行う必

要があるが、その場合どの程度の従事時間が必要か。また、事業所へ駆けつけることができる体制とは、距離的にどの程度

離れた範囲までを想定しているのか。 

（答） 

健康状態の確認を行うために要する時間は、事業所の規模に応じて異なるため、一概に示すことはできないが、利用者全
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員に対して適切に健康状態の確認を行えるように病院、診療所又は訪問看護ステーションと契約を結ぶ必要がある。 

また、事業所に駆けつけることができる体制に係る距離的概念については、地域の実情に応じて対応するため、一概に示すこ

とはできないが、利用者の容態急変に対応できるよう契約先の病院、診療所又は訪問看護ステーションから適切に指示を受け

ることができる連絡体制を確保することでも密接かつ適切な連携を図っていることになる。 

※ 平成 27 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（平成 27 年４月１日）問 50 の修正。 
 
 
 

★ 介護職員 

  ・ 指定通所介護の単位ごとに、平均提供時間数に応じて、専ら当該指定通所介護の提供にあたる介護職員が

利用者の数が１５人までの場合にあっては１以上、１５人を超える場合にあっては、１５人を超える部分

の利用者の数を５で除して得た数に１を加えた数以上確保されるために必要と認められる数 

※ 平均提供時間数・・・利用者ごとの提供時間数の合計÷利用者数 
   

※ なお、介護職員については、指定通所介護の単位ごとに常時１名以上確保しなければなりません。 

○ 計算式 

・利用者数１５人まで→確保すべき勤務延時間数＝平均提供時間数 

・利用者数１６人以上→確保すべき勤務延時間数＝((利用者数－１５)÷５＋１)×平均提供時間数 

 

○ 計算例（利用者数２０人、平均提供時間数を「５」とした場合） 

           確保すべき勤務延時間数＝{(２０－１５)÷５＋１}×５＝１０時間 

          →介護職員は、人数を問わずサービス提供時間内で合計１０時間配置されていればよい。 

ただし、サービス提供時間中、常時１人は配置が必要。 

     

ポイント 利用者数のカウント方法と必要な介護職員数の算出方法 

・ 必要な介護職員の配置は、要支援１・２の利用者数、提供時間数と同時にサービス提供を受けている要介護１～５の利用

者数、提供時間数を合算した利用者数により判断します。 

・ 生活相談員又は介護職員のうち、１名以上は常勤でなければなりません。 
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例：通所介護、第１号通所事業（旧介護予防通所介護相当サービス）を一体的に提供 

１単位・定員２２人・サービス提供時間７時間（9:30～16:30） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時間帯 利用者数 
利用者ごとの提供

時間数の合計 
平均提供時間数 

9:30～16:30 (7h) ８ 人 （ 要 介 護

者） (合計) 

22 人 

 

56h  (7h×8 人) 4.4h 

(56h ＋ 12.5h ＋ 17.5h ＋

10h) 

÷22 人 

9:30～12:00 (2.5h) ５人（要支援者） 12.5h(2.5h×5 人) 

10:30～14:00 (3.5h)   ５人（要支援者） 17.5h(3.5h×5 人) 

14:00～16:30 (2.5H)   ４人（要支援者） 10h  (2.5h×4 人) 

 

確保すべき勤務延べ時間数＝((利用者数－１５)÷５＋１)×平均提供時間数 

            ＝((２２－１５)÷５＋１)×４．４時間 

            ＝１０．５６時間 ⇒ 上記の例では配置要件を満たす 

 

 

    ※看護職員・介護職員の人員欠如については、減算しなくてはならない場合があります。 

     減算については、「（２）職員の人員欠如による減算」でご確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

要介護者 ８名 

9:30～16:30 

要支援者 ５名 

9:30～12:00 

要支援者 ４名 

14:00～16:30 

要支援者 ５名 

10:30～14:00 

介護職員Ａ 

介護職員Ｂ 

勤務時間帯 ９時30分～15時30分 

 

勤務時間帯  14時～16時30分 

介護職員Ｃ 

勤務時間帯  ９時30分～12時 

勤務延時間数の合計 １１時間 

利用者 

介護職員 
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 ＜参考＞ 

「サービス提供体制強化加算」の算定に際しては、以下の人員配置が必要です。 

（主な算定要件） 

★サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 

事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の資格を有する者が70％以上配置されている場合又は、 

事業所の介護職員の総数のうち、勤続年数10年以上の介護福祉士の資格を有する者が25%以上配置 

されている場合 

★サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 

  事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の資格を有する者が50％以上配置されている場合 

★サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 

  事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の資格を有する者が40％以上配置されている場合又は、 

  直接提供する職員の総数のうち、勤続年数７年以上の者が30%以上配置されている場合 

 

（関連） 「（16）サービス提供体制強化加算(Ⅰ)、（Ⅱ）、（Ⅲ）」参照 

 

（４） 機能訓練指導員 (居宅条例第100条) 

 

 ○ 必要数 

  機能訓練指導員を１以上配置すること 
 

ポイント 

・ 機能訓練指導員として有資格者（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ師又

は一定の実務経験を有するはり師、きゅう師※）を1名以上配置しなければなりません。 

※ 一定の実務経験を有するはり師、きゅう師とは、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩

マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上勤務し、機能訓練指導に従事した経験を有

する者とします。 

・ 機能訓練指導員は、サービス提供日ごとに配置しなくても差し支えありません。 

・ 介護職員、生活相談員と兼務する場合は、勤務時間の割り振りを行う必要があります。 

 

 

●国Ｑ＆Ａ  

【平成30年度改定関係Ｑ＆Ａ（vol.１）（平成30年３月23日）】 

（問32） 

はり師・きゅう師を機能訓練指導員とする際に求められる要件となる、「理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職

員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で六月以上機能訓練指導に従

事した経験」について、その実務時間・日数や実務内容に規定はあるのか。 

（答） 

要件にある以上の内容については細かく規定しないが、当然ながら、当該はり師・きゅう師が機能訓練指導員として実際

に行う業務の頻度・内容を鑑みて、十分な経験を得たと当該施設の管理者が判断できることは必要となる。 

 

（問33） 

はり師・きゅう師を機能訓練指導員として雇う際に、実際に、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整

復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で六月以上機能訓練指導に従事した経験

を有することをどのように確認するのか。 

（答） 

例えば、当該はり師・きゅう師が機能訓練指導に従事した事業所の管理者が書面でそれを証していることを確認すれば、

確認として十分である。 

 
















































































































































































































































